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１ 課題を取り上げた背景 

 放射性物質の大きな影響を受けた避難指示区域の森林については、原発事故発生以降、森林整備や

林業生産活動が行われていません。 

 こうした中、一部地域で避難指示が解除されるなど帰還に向けた動きが本格化していることから、

それら地域の森林整備等を円滑に再開できるよう、本年度から国有林において、放射性物質の拡散防

止対策、作業者の被ばく低減等の具体的な手法の効果を実証するとともに、実証事業で発生した木材

の活用に向けた検討を実施しました。 

 

２ 実証事業地の概要 

 現在の避難指示区域の概念図で、実証事業地は田村市と川内村の赤丸で記したところです（図－１

左）。以前は、福島第一原子力発電所から２０ｋｍ以内であるため避難指示解除準備区域でしたが、

田村市は平成２６年４月１日に、川内村は平成２６年１０月１日に解除されています。 

 田村実証地は、面積８．８ha、主な樹種はスギで３６～３８年生、空間線量は０．２４～０．９７

μSv/h、平均０．５０μSv/h で、川内実証地は、面積１２．９５ha、主な樹種はヒノキで３４年生、

空間線量は０．２０～０．４５μSv/h、平均０．２８μSv/h でした（図－１右）。 

 

（図－１）左：避難指示区域の概念図 右：実証事業地の概要 



３ 施業再開実証事業とは何か 

 通常の森林施業に加え、空間線量、放射性物質の拡散防止対策効果、作業員の被曝低減効果、樹木

等の放射性物質濃度等の調査を実施しています（図－２）。 

 
（図－２）施業再開実証事業とは何か 

 

４ 具体的な取組 

（１）各種作業実施前の事業区域内の空間線量測定 

 事業区域内に測点を設置し、地上１．０ｍの空間線量を測定しました（図－３左）。下の図は、川内

実証地の航空写真で黄緑の枠線の内側が事業区域です。枠線上の点は周囲測量点の空間線量測定結果

です（図－３中）。青線は森林作業道で青線上の点は作業道中心点の空間線量測定結果です（図－３

右）。事業区域の３０ｍメッシュ中心点の空間線量測定結果です（図－４左）。最後に、上記３つの測

定結果を基に面的に事業区域全体の空間線量を表した図です（図－４右）。 

これによって、各種作業実施前に空間線量が高い場所等を把握し、事業地からの除外措置や放射性

物質拡散防止対策実施の検討をすることができます。 

 
（図－３）左：空間線量率の測定状況 中：周囲測量点の測定結果 右：作業道中心点の線量測定結果 

 

 
（図－４）左：３０m メッシュ中心点の測定結果 右：３種類の測定結果を面的に表現 



（２）放射性物質の拡散防止対策の実施 

 上流部の各種作業により渓流水に放射性物質が流出していないか確認するため、渓流水を採取する

ための装置（ウォーターサンプラー）を設置しました。１日１回、採取された渓流水のサンプルは、

この装置に貯められ、３週間に１回程度の割合で回収し放射性物質濃度を分析します（写真－１）。

雨量計も設置し、雨量と渓流水中の放射性物質濃度等の相関関係を調査しました（写真－２）。ま

た、拡散防止対策としては作業道の路肩に木柵を設置し渓流に土砂が流出しないようにしました。そ

して、木柵等構造物を設置した箇所に、その効果を確かめるための土砂受箱を設置しました（写真－

３）。その他に列状間伐後の林床保全のため現地発生資材を活用したチップ散布、枝葉散布、枝葉編

柵設置及び使用後の森林作業道保全のため枝葉散布を実施しました（写真－４）。 

 
（写真－１）ウォーターサンプラー      （写真－２）雨量計 

 

 

（写真－３）作業道路肩に設置した木柵及び土砂受け箱 

 

 
（写真－４）左上：チップ散布状況 左下：枝葉編柵設置状況、右上下：枝葉散布状況 



（３）作業員の被ばく量の測定、比較 

作業員全員が電子式個人被ばく線量計を装着し、累積被ばく量を記録するとともに作業種ごとに集

計し、作業員の被ばく量管理及び作業種別の被ばく線量を調査しました。 

ここでは、以下の２つの作業システムで測定、比較しました（図－５）。 

 
（図－５）各作業システム 

 

（４）立木樹皮及び土場搬出木材樹皮の放射性物質濃度の測定、比較 

 立木樹皮をホールソーで採取し、その後伐倒、集材、玉切、搬出し、再び土場で同様に樹皮を採取

し、立木樹皮及び土場搬出木材樹皮の放射性物質濃度を測定、比較しました。 

 ここでは、以下の３つの作業システムで測定、比較しました（図－６、７、８）。 

 集材後は、３つの作業システムともにハーベスタで玉切、フォワーダで搬出しました（図－９）。 

 
（図－６）①森林作業道から５ｍ以内はハーベスタで伐倒、集材 

 
（図－７）②森林作業道から５～２０ｍの範囲はチェーンソーで伐倒、グラップルで集材 

 
（図－８）③森林作業道から２０ｍ以上の範囲はチェーンソーで伐倒、ワイヤー引きで集材 

 

 
（図－９）ハーベスタで玉切、フォワーダで搬出、土場で樹皮採取 



５ 取組の実証データ 

（１）森林作業道作設前後の空間線量の変化 

 田村実証地では、森林作業道を作設する際に天地返し（放射性物質を多く含む表土と下方の土を入

れ替える）をした結果、作業前平均０．５２μSv/h から作業後０．３１μSv/h になり、低減率は約４

０％でした。 

 川内実証地では、森林作業道を作設する際に天地返しは実施しておらず、結果は、作業前平均０．

３０μSv/h から作業後０．２３μSv/h になり、低減率は約２３％でした。 

 これらのデータから、作業道作設時の天地返しは空間線量の低減効果が高いことが確認できました

（表－１）。 

 
（表－１）作業道作設前後の空間線量率の変化（測定値は物理学的減衰補正済） 左：田村 右：川内 

 

（２）放射性物質の拡散防止対策効果 

 渓流水の放射性物質濃度は、田村、川内実証地ともに１０月中旬頃から１月下旬頃迄の約３ヶ月間、

分析した結果、全て検出限界値(２～３Bq/ℓ)以下でした（表－２）。 

 移動土砂の発生量は、土砂受け箱を田村、川内実証地ともに１１月中旬頃から２月下旬頃迄の約３

ヶ月間、設置した結果、土砂受箱への移動土砂の流入は殆どありませんでした（写真－５）。 

 これらのデータから、放射性物質の流出は殆ど無いことが確認できました。 

 
（表－２）渓流水中の放射性物質濃度測定結果 左：田村 右：川内 

 

 
（写真－５）約３ヶ月間設置した土砂受け箱 



（３）間伐作業における作業員の被ばく低減効果 

 田村実証地のチェーンソー作業の平均被ばく線量は、０．３２μSv/h で、ハーベスタ作業の平均被

ばく線量は、０．１６μSv/h で、低減率は５０％でした。 

 川内実証地のチェーンソー作業の平均被ばく線量は、０．２１μSv/h で、ハーベスタ作業の平均被

ばく線量は、０．１３μSv/h で、低減率は約３８％でした。 

 これらのデータから、人力作業より機械作業の方が作業員の被ばく線量が低いことが確認できまし

た（図－１０）。 

 これは、林業機械が有するキャビン等の放射線遮蔽効果によるものと考えられます。 

 
（図－１０）主な作業種毎の被ばく線量 左：田村市 右：川内村 

 

（４）立木樹皮及び土場搬出木材樹皮の放射性物質濃度 

田村実証地における２つの作業システムと川内実証地における３つの作業システムによる放射性物 

質濃度のデータです（表－３、４）。 

当初、伐採から土場搬出までの間に放射性物質を多く含む土壌が樹皮に付着することにより、立木

樹皮より土場搬出木材樹皮の濃度が高くなると予測しましたが、結果は逆でした。樹皮濃度が低くな

った原因は、平成２８年度実証事業で究明中です。 

川内実証地の結果から、「福島県民有林の伐採木の搬出に関する指針について（福島県森林整備課

平成 26年 12月）」が示す０．５０μSv/h かつ６，４００Bq/kg 以下であり市場流通可能であること

が確認できたことから、川内実証地で発生した木材の活用に向けた検討を磐城森林管理署関係者とと

もに始めることとしました。 

 

（表－３）田村実証地における立木樹皮及び土場搬出木材樹皮の放射性物質濃度 

 

 

（表－４）川内実証地における立木樹皮及び土場搬出木材樹皮の放射性物質濃度 



６ 実証事業発生木材の活用に向けた検討 

今後、避難指示解除区域等での森林施業が再開されれば、それにともない発生する木材の出口対策

が必要となります。現時点で避難指示解除区域等の国有林材の市場流通実績や活用実績が無いことか

ら、まずは活用実績を作るために、磐城森林管理署関係者とともに本年度事業で発生した木材の活用

に向けた検討をするための実証事業発生木材活用検討会を立ち上げました。 

  検討会で、①平成２８年度事業で必要な木材の規格、必要量等を確認し、次に、②平成２７年度事 

業で上記規格に合った木材の集積を実施しました。そして、③木材加工施設等関係者との調整、④平 

成２８年度事業の実施予定市町村等への説明をし、⑤平成２８年度実証事業での木材の選別、加工、 

運搬を実施し、現地施工を待つのみとなりました（図－１１）。 

 
（図－１１）実証事業発生木材検討会 

 

以上のように、検討会での情報共有や意見交換、関係者との調整の結果、実証事業発生木材の活用

が実現しました（写真－６）。 

      

     

（写真－６）上左右：２、３ｍ材の集積状況 左下：木材加工施設の状況 右下：加工後の木柵資材 



７ まとめ 

 実証事業においてこれまでに得られたデータからは、各手法の一定の効果が確かめられました。今

後は各手法の作業功程や低コスト化の検証、各地でどの手法を適用するか判断するためのフロー図作

成等を進めます（図－１２）。 

また、平成２８年度実証事業発生木材の市場流通に向けた検討や平成２８年度事業での施工箇所の

継続的なモニタリング、異なる条件下等での新たな実証内容を実施することで施業再開を円滑に進め

るために必要なデータとノウハウを更に蓄積していきます。 

 

 

（図－１２）上：各地でどの手法を適用するか判断するためのフロー図 下：木材の活用フロー図 


